
　

別紙１
業務フロー及びツリー図



ツリー図

区分 ⼤項⽬ 中項⽬

⼦ども・⼦育て⽀援システム ┬ 共通 - 0 共通 ┬ 0-1　他システム連携
│ ※「共通」は業務フロー作成対象外 ├ 0-2　マスタ管理機能
│ ├ 0-3　データ管理機能
│ ├ 0-4　台帳管理機能
│ ├ 0-5　⼀覧管理機能
│ ├ 0-6　帳票出⼒要件
│ ├ 0-7　ヘルプ機能
│ ├ 0-8　操作権限設定・管理
│ ├ 0-9　バッチ処理
│ ├ 0-10　アクセスログ
│ └ 0-11　指定都市個別要件
│
├ ⼦どものための教育・保育給付 ┬ 1 教育・保育給付  認定管理 ┬ 1-1　教育・保育給付認定申請
│ │ ├ 1-2　教育・保育給付認定変更　 
│ │ ├ 1-3　教育・保育給付認定取消
│ │ └ 1-4　現況確認
│ │
│ ├ 2 利⽤調整 ┬ 2-1　利⽤申請受付
│ │ ├ 2-2　選考処理
│ │ ├ 2-3　利⽤申請取下げ
│ │ └ 2-4　広域利⽤管理
│ │
│ ├ 3 契約 ┬ 3-1　利⽤決定
│ │ ├ 3-2　退所
│ │ ├ 3-3　利⽤者負担額決定
│ │ ├ 3-4　利⽤者負担額切替
│ │ └ 3-5　副⾷費賦課情報管理
│ │
│ ├ 4 発⾏・返却 ─ 4-1　発⾏・返却
│ │
│ ├ 5 事業所管理 ─ 5-1　事業所・事業者情報の登録・管理
│ │
│ ├ 6 事業所請求管理 ─ 6-1　事業所請求管理
│ │
│ ├ 7 保育料等納付管理 ┬ 7-1　調定
│ │ ├ 7-2　⽀払⽅法管理
│ │ ├ 7-3　納付書発⾏
│ │ ├ 7-4　⼝座振替
│ │ ├ 7-5　収納管理
│ │ ├ 7-6　督促・催告
│ │ ├ 7-7　滞納管理
│ │ └ 7-8　決算
│ │
│ └ 8 統計・報告等に係る集計 ─ 8-1　⼦どものための教育・保育給付
│
├ ⼦育てのための施設等利⽤給付 ┬ 9 施設等利⽤給付  認定管理 ┬ 9-1　施設等利⽤給付認定申請
│ │ ├ 9-2　施設等利⽤給付認定変更
│ │ ├ 9-3　施設等利⽤給付認定取消
│ │ └ 9-4　現況確認
│ │
│ ├ 10 事業所管理 ─ 10-1 事業所・事業者情報の登録・管理
│ │
│ ├ 11 事業所・保護者請求管理 ─ 11-1　事業所・保護者請求管理
│ │
│ └ 12 統計・報告等に係る集計 ─ 12-1　⼦育てのための施設等利⽤給付
│
└ 地域⼦ども・⼦育て⽀援事業 ┬ 13 延⻑保育事業 ─ 13-1 延⻑保育管理

│
└ 14 実費徴収に係る補⾜給付を⾏う事業 ─ 14-1 補⾜給付管理(副⾷費)

標準化対象範囲外
利⽤者⽀援事業
多様な事業者の参⼊促進・能⼒活⽤事業
放課後児童健全育成事業
⼦育て短期⽀援事業
乳児家庭全⼾訪問事業
養育⽀援訪問事業、⼦どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
地域⼦育て⽀援拠点事業
⼀時預かり事業
病児保育事業
⼦育て援助活動⽀援事業



　

業務フローの凡例

NO 記号 意味 NO 記号 意味

1 開始イベント
(業務フローの開始) 9

帳票(システム出力帳票・シス
テム外帳票)
電子データファイル

2 終了イベント
(業務フローの終了) 10 システムデータベース

3 結合子
(ページが跨る場合に使用) 11 条件分岐

4 タスク
(書類の受領) 12 並列処理

5 タスク
(書類の送付) 13 シーケンスフロー

6 タスク
(手作業) 14

メッセージフロー(口頭や文書、
メール等をプールを跨いで行う
場合)

7 タスク
(システム操作 15 関連(データや注釈との関連が

あることを示す)

8 タスク
(他の業務フロー参照) 16 補足説明〇〇〇〇



子ども・子育て支援課
住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 1.教育・保育給付認定管理 中項目 1.1.教育・保育給付認定申請

却下

決定

 教育・保育給付認定決定通知書

 教育・保育給付認定決定通知書兼支給認定証

教育・保育給付

認定申請却下通知書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

申請受理

申請情報

登録

各種帳票

作成

不備書類

確認

決定通知書等

送付

却下通知書

送付

教育・保育給付

認定申請者一覧

支給申請書

電子申請の場合

届出の場合

支給申請書等

申請受理

1号認定

2,3号認定

不備書類がある場合、必
要に応じて再提出依頼を
する。

事業所経由での送付、住民への直
送、手渡しなど、自治体や住民の状況
により通知書の送付方法が異なる。

事業所経由での送付、住民への直
送、手渡しなど、自治体や住民の状況
により通知書の送付方法が異なる。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 1.教育・保育給付認定管理 中項目 1.2.教育・保育給付認定変更

変更申請書等

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

申請受理

不備書類

確認
対象者

抽出

登録情報

変更処理

変更通知書

作成

支給認定証
・変更通知書

送付

支給認定証

作成

子ども・子育て

支援システム

 給付認定区分更新予定者一覧

 給付認定区分変更対象者一覧

 認定期間満了(予定)対象者一覧

支給認定証
要変更

支給認定証
変更不要

 教育・保育給付認定変更通知書

 教育・保育給付認定変更通知書兼支給認定証

現況確認
の場合

一括処理
の場合

届け出による
申請の場合

当初設定時に２、３号認定の設定期間
を表示して通知している自治体について
は、３歳年齢到達による認定区分変更
の際に改めて支給認定証を作成・送付
していない場合がある。

当初設定時に２、３号認定の設定期間
を表示して通知している自治体について
は、３歳年齢到達による認定区分変更
の際に改めて支給認定証を作成・送付
していない場合がある。

 事業所経由での送付、住民へ直送、手渡しなど、
自治体や住民の状況により通知書の送付方法が
異なる。

 認定変更前の支給認定証は住民より返却しても
らう。

不備書類がある
場合、必要に応
じて再提出依頼

をする。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 1.教育・保育給付認定管理 中項目 1.3.教育・保育給付認定取消

教育・保育給付

認定取消申請等

教育・保育給付

認定取消通知書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

教育・保育給付

認定決定通知書

兼支給認定証

申請受理

取消情報

登録

取消通知書

作成

支給認定証

受理

取消通知書

送付

職権判断の場合

届出の場合

自治体により通知書の作成・送
付を行っていない場合がある
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 1.教育・保育給付認定管理 中項目 1.4.現況確認

現況届

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

現況届

・現況届一覧

作成

不備書類

確認

現況届送付

電子申請

情報登録

現況届

変更情報確定

1.2教育・保育

給付認定変更

対象者抽出

現況届変更情報一覧

電子申請の場合

届出の場合

 現況届提出状況一覧

 現況届対象者・対象外一覧

子ども・子育て

支援システム

現況届
現況届受理

子ども・子育て

支援システム

不備書類がある場合、必要に
応じて再提出依頼をする

 ぴったりサービス等の電子申請シス
テムから、変更があった項目のみを
入力した申請を想定とする。

 届出による申請の場合は、送付した
現況届を朱書き等にて変更のあった
項目を申請することを想定する。

 システム上に登録されている現在の
最新情報を印字した現況届を受給
者に送付する。

 現況届は、ぴったりサービスに対応
した様式のため、独自様式の現況届
を採用する場合は、標準準拠システ
ム外で帳票作成する前提となる。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 2.利用調整 中項目 2.1.利用申請受付

利用申請書

子ども・子育て

支援システム

利用申請

の確認 子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

申請書受理 電子申請

情報登録

不備書類

の確認

電子申請の場合届出の場合

利用申請

の登録

申請書受理

 支給申請書

 施設利用申請者一覧

不備書類がある場合、必要に応じて再提
出依頼をする。

本フローでは、利用調整が発生する２号認
定、及び３号認定者に関しての申請受付の

流れを整理している
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子ども・子育て支援課

住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 2.利用調整 中項目 2.2.選考処理

不承諾承諾

施設利用

内定通知書

施設利用

保留通知書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

内定通知書等

送付

通知書作成

選考結果

登録

保留通知書

送付

 選考対象者一覧

 在園児童一覧

 保育施設等利用実施状況表

 内定者一覧

 保留者一覧

 選考結果一覧

 待機者一覧

施設定員情報

定員の登録

申請受理

選考実施

施設利用

保留証明書

契約締結登録者一覧

選考について、自治体によっては子ども・子育て支
援システムを利用せず、Excel等の外部ツールや外
部システムを利用している場合がある。
その場合、選考結果の登録は、子ども・子育て支援
システムに直接入力を行えるか、外部ツールや外
部システムからファイル取込みを行えること。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 2.利用調整 中項目 2.3.利用申請取下げ

子ども・子育て

支援システム

取下申請書 取下申請

受理

申請情報

登録
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子ども・子育て支援課
他市町村

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 2.利用調整 中項目 2.4.広域利用管理

子ども・子育て

支援システム

協議結果

登録

子ども・子育て

支援システム

受託委託書の

作成

受託回答書の

受理

受託委託書の

送付

 保育委託書

 委託解除通知書

 委託取下通知書

受託回答書

委託される場合

委託する場合

A

 自治体によっては、委託児童
に対してシステムで通知書を
作成している場合がある。

 自治体によっては、受託児童
をシステムで管理する場合が
ある。

 自治体によっては、他市町村
に送付する通知書の対象者を
システムで管理する場合があ
る。

 解除の場合は解除通知の作
成を行う。
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子ども・子育て支援課
他市町村

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 2.利用調整 中項目 2.4.広域利用管理

A

受託委託書の

受理

受託委託書

入所協議

子ども・子育て

支援システム

受託回答書の

作成

受託回答書の

送付

受託回答書
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子ども・子育て支援課
住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 3.契約 中項目 3.1.利用決定

選考結果一覧

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

入所決定登録

選考結果一覧

送付

入所決定通知

書送付

 施設利用承諾通知書

 施設利用保留通知書

各種帳票作成

自治体により、内定通知書（承諾
通知書）により代替し、入所決定
通知書の作成・送付を行わない

場合がある。

事業所経由での送付、住民への直送、手渡しなど、自
治体や住民の状況により通知書の送付方法が異なる。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

事業所

区分 子ども・子育て支援 大項目 3.契約 中項目 3.2.退所

保育実施解除通知書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

解除届
解除届受理

退所登録

各種帳票

作成

保育実施解除

通知書送付

 退所者一覧

 地域型保育所卒園児童一覧

認定取り消し
必要

認定取り消し
不要

1.3教育・保育

給付認定取消

直接契約の
場合、事業
所経由で送
付

1号認定の場合、事業
所経由で送付

自治体により、保育実施
解除通知書をシステムか
ら発行せず、手作業にて
作成している場合がある。
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子ども・子育て支援課

住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 3.契約 中項目 3.3.利用者負担額決定

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

利用者負担額

算定一覧

 利用者負担額決定通知書

 利用者負担額変更通知書

 利用者負担額減免通知書

利用情報入力

利用者負担額

算出

各種帳票作成

通知書送付

一覧送付

利用者負担額

未決定一覧

事業所経由での送付、住民への直送、手渡しなど、
自治体や住民の状況により通知書の送付方法が

異なる。
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子ども・子育て支援課
住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 3.契約 中項目 3.4.利用者負担額切替

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

利用者負担額

算定一覧

子ども・子育て

支援システム

 利用者負担額変更通知書

 利用者負担額減免通知書

在籍児童確認

新年度税情報

確認

利用者負担額

算出

各種帳票作成

通知書送付

一覧送付

利用者負担額算定の根拠情報(税など)が未提出
の保護者に対し、提出を促す通知を送付する。

合わせて簡易申告の要請や情報照会などを行う。

住民税の参照方法について、下記が想定される。

 他システムの参照住民税システムを直接参
照して、住民税を確認する。

 庁内連携自庁内の住民税システムと連携し
（共通基盤等との連携を含む）、業務システ
ム内に取り込んだ住民税情報を確認する。

 個人番号による情報照会中間サーバーへの
情報照会（子ども・子育て支援システムから
実施、中間サーバー接続端末から実施、団
体内統合宛名のオンライン機能を利用など）
して得られる情報照会結果にて、住民税を確

認する。

事業所経由での送付、住民への直送、手渡しなど、自治体

や住民の状況により通知書の送付方法が異なる。
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子ども・子育て支援課
住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 3.契約 中項目 3.5.副食費賦課情報管理

 副食費免除通知書

 副食費免除解除通知書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

c

利用情報確認

対象者抽出

各種帳票作成

各種帳票送付

 副食費徴収免除対象者一覧

c

副食費免除の対象者への通知書の
作成・送付については、「3.3利用者
負担額決定」及び「3.4利用者負担額
切替」の通知書作成・送付の事務と

併せて通知を行う自治体がある。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 4.発行・返却 中項目 4.1.発行・返却

子ども・子育て

支援システム

 支給認定証交付申請書

 支給認定証再交付申請書

支給認定証

発行対象者

抽出

申請書

受理

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

支給認定証

送付

支給認定証

再交付情報

登録

支給認定証

作成

支給認定証

支給認定証

交付一覧

新規交付の場合

再交付の場合

A

交付の場合

返還の場合

 事業所経由での送付、住民への直送、手渡しな
ど、自治体や住民の状況により通知書の送付方
法が異なる。

 自治体によっては支給認定証の内容を含んだ支
給認定決定通知書を送付し、支給認定証を返還し

ないように運用している場合がある。

再交付申請の情報について、
システムへの登録を行うかは

自治体により運用が異なる。

支給認定証の印刷を外部委託している
場合における印刷業者とのファイル連

携等の記載は省略している。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 4.発行・返却 中項目 4.1.発行・返却

子ども・子育て

支援システム

支給認定証

支給認定証

返還情報

登録

支給認定証

受理

A

返還情報について、システム
へ登録を行うかは自治体によ
り運用が異なる。
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子ども・子育て支援課
事業者

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 5.事業所管理 中項目 5.1.事業所・事業者情報の登録・管理

事業所・事業者

情報登録
子ども・子育て

支援システム

基本情報

事業所・事業者の基本情報および
給付に関わる項目を登録・管理す

ることとしています。
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子ども・子育て支援課

事業者

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 6.事業所請求管理 中項目 6.1.事業所請求管理

加算情報

子ども・子育て

支援システム

加算情報

受領

加算情報

登録
子ども・子育て

支援システム

給付費

算出

平均年齢別児童数（見込）一覧

 給付費一覧

 給付費集計表

 国基準利用者負担額一覧

 教育・保育給付認定　情報変更票

 子どものための教育・保育給付請求書

 給付請求明細書・在籍児童一覧

子ども・子育て

支援システム

 給付費請求書

 明細書 等

給付費支弁台帳

給付費請求情報を
外部システムで管理

給付費請求情報を
子ども・子育て支援
システムで管理

Ａ

B

各種帳票作成

各種帳票送付

給付費

請求情報受領

事業所から加算調
整情報が事前に提
出されるかどうか
は、自治体により異
なる。

外部システムにて、
給付費請求情報の
取込みや支払などを

実施する。

事前に自治体
が請求書案を
作成している
場合

18



子ども子育て担当課
事業者

窓口 バックヤード

区分 子ども子育て 大項目 6.事業所請求管理 中項目 6.1.事業所請求管理

子ども・子育て

支援システム

請求審査

確認依頼
訂正情報

入力

A

子ども・子育て

支援システム

審査結果
一致

審査結果
不一致

システム内

システム外

給付額確定 子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

支払情報

作成

口座振込依頼一覧
B

子ども・子育て

支援システム

精算処理

支払処理

【事前に自治体が「請求書案」を作成している場合】
事業者から提出された請求情報をシステムに登録し、
事前に自治体が作成した「請求書案」との整合性を確認
し、請求内容を審査する。

【事前に自治体が「請求書案」を作成していない場合】
事業者から提出された請求情報をシステムに登録し、

認定状況等との整合性を確認し、請求内容を審査する。

財務会計の部門で行って
いる自治体もある
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子ども・子育て支援課

窓口 バックヤード

児童手当
担当課

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.1.調定

調定金額が
誤り

子ども・子育て

支援システム

算定済調定

情報取消 子ども・子育て

支援システム

対象者

の抽出 子ども・子育て

支援システム

利用情報

修正

調定金額算定 子ども・子育て

支援システム

調定金額

確定

調定金額が
正しい

調定一覧表

子ども・子育て

支援システム

通知書・納付書の印刷を外
部委託している場合におけ
る、印刷業者とのファイル連

携等の記載は省略している。
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子ども・子育て支援課
住民 金融機関

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.2.支払方法管理

口座振替申請
書送付

口座振替
申請書

口座振替
申請書受理

口座振替
申請書

不備書類確認

申請内容確認

口座振替
申請書

（市町村保管分）

口座振替
申請書再受領

申請者情報

登録
子ども・子育て

支援システム口座振替開始(変更)
通知書

金融機関からの
回送の場合

住民からの申請・
窓口申請の場合

口座振替
申請書

（市町村保管分）

通知書送付

不備書類がある場合、必要に応

じて再提出依頼をする。

口座のある金融

機関へ回送する

自治体により、口座振替開始通
知・口座振替停止通知などを送

付する場合もある。
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子ども・子育て支援課
住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.3.納付書発行

子ども・子育て

支援システム

通知書(納付書)

直接送付

施設経由送付

通知書(納付書)

各種帳票作成

各種帳票送付

各種帳票送付

 自治体によっては納入通知書の発行は行わ

ず、納付書のみ発行している場合がある。

 利用料納付管理事務の中の利用料の調定まで

は子ども・子育て支援システムで実施し、納付
書発行、口座振替、収納管理、滞納管理等は、
税やその他の料金と合わせた総合収滞納シス

テムで実施する場合がある。
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子ども・子育て支援課
金融機関

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.4.口座振替

子ども・子育て

支援システム

口座振替依頼

情報作成

口座振替依頼

情報確認 子ども・子育て

支援システム

口座振替
依頼情報送付

口座振替依頼一覧

利用料納付管理事務の中の利用料の調定まで
は子ども・子育て支援システムで実施し、納付書
発行、口座振替、収納管理、滞納管理等は、税
やその他の料金と合わせた総合収滞納システ

ムで実施する場合がある。

 口座情報の登録・修正は「支払方法

管理」のフローで行う

 該当の年月分の入所・退所情報、内

容変更および口座情報のシステム入
力が全て完了した後に処理を行うこ

と。

調定処理により算定した、該当の年
月分の利用者負担額について、口

座振替依頼を行う。
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子ども・子育て支援課
住民

金融機
関

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.5.収納管理

納付書

子ども・子育て

支援システム

金融機関納付分・
コンビニ納付分の場合

消込エラー有

消込エラー無

窓口納付分
の場合

納付書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

保育料等納付証明書

 消込結果一覧

 収納消込エラーリスト

 収入内訳日計表

納付書受領を会計担当
課等が行い、財務会計
システム等から入金デー
タを連携される場合

A

口座振替による
納付分の場合

納付書受理

納付書受理

入金消込デー

タ登録

入金消込結果

確認

入金消込

データ修正

各種帳票送付

利用料納付管理事務の中の利用料の調定
までは子ども・子育て支援システムで実施
し、納付書発行、口座振替、収納管理、滞納
管理等は、税やその他の料金と合わせた総

合収滞納システムで実施する場合がある。
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子ども・子育て支援課
金融機関

窓口 バックヤード

住民

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.5.収納管理

子ども・子育て

支援システム

消込エラー有

消込エラー無

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

 消込結果一覧

 収納消込エラーリスト

 口座振替済一覧

 口座振替不能一覧

A

保育料等納付証明書

入金消込デー

タ登録

入金消込結果

確認

入金消込デー

タ修正

各種帳票送付

口座振替

不能対象者

抽出

口座振替不能

口座振替可能

子ども・子育て

支援システム

口座振替結果

受領

 納付書

 口座振替不能通知書

 口座振替不能通知書兼納付書

口座振替不能分に
対し、口座再振替を
行う場合の記載は省

略している。
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子ども子育て担当課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども子育て 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.6.督促・催告

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

 収納状況一覧

 未納者一覧

 通知書(納付書)

 督促状

 督促状兼納付書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

 催告書

 通知書(納付書)

 催告書兼納付書

 収納状況一覧

 未納者一覧

対象者抽出

督促状等作成

入金情報確認

督促状等送付

対象者抽出

催告書等作成

入金情報確認

催告書等送付

納付相談

 自治体は滞納者へ電話連絡や直接訪問にて催告、および納付に
関する相談を実施する（催告の手段は自治体により異なる）

 相談を通じて納付の見込み有無を判断し、見込みありの場合は、

分納または徴収猶予の手続きを行う

 督促状の印刷を外部委託している
場合における印刷業者とのファイル
連携等の記載は省略している

 指定された納期限までに利用者負
担額が納付されていない利用者に

対して督促を行う

 督促状の印刷を外部委託している
場合における印刷業者とのファイル
連携等の記載は省略している

 指定された納期限までに利用者負
担額が納付されていない利用者に

対して督促を行う

利用料納付管理事務の中の利
用料の調定までは子ども・子育
て支援システムで実施し、納付
書発行、口座振替、収納管理、
滞納管理等は、税やその他の
料金と合わせた総合収滞納シス

テムで実施する場合がある。

利用料納付管理事務の中の利
用料の調定までは子ども・子育
て支援システムで実施し、納付
書発行、口座振替、収納管理、
滞納管理等は、税やその他の
料金と合わせた総合収滞納シス

テムで実施する場合がある。
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子ども・子育て支援課

住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.7.滞納管理

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

還付・充当一覧

還付金振込口座確認票

A

 保育料等還付・充当通知書

 還付金振込口座確認票

過誤納一覧

過誤情報抽出

還付・充当登録

還付・充当通知

書作成

還付・充当

通知書等送付

還付請求書受

理

不備書類の確

認

還付口座登録

還付口座の登録・
変更が必要な場合

還付口座の登録・
変更が不要な場合

不備書類がある場合、必要に応じて

再提出依頼をする

還付が発生した利用者のうち、還付口座

が不明の場合は還付請求書を同封する
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子ども・子育て支援課
金融機関

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.7.滞納管理

子ども・子育て

支援システム

口座振込結果通知

口座振込依頼一覧

A

B

依頼書および

データ作成

依頼一覧・

データ送付

口座振込結果

通知受領

口座振込結果

通知確認

口座振込依頼書作成以降のフローにつ
いて、会計担当課等の他部門が担当す

る場合の記載は省略している。

利用料納付管理事務の中の利用料の調
定までは子ども・子育て支援システムで
実施し、納付書発行、口座振替、収納管
理、滞納管理等は、税やその他の料金と
合わせた総合収滞納システムで実施す

る場合がある。
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子ども・子育て支援課
住民

金融
機関

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.7.滞納管理

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

滞納者支払い
能力：有

子ども・子育て

支援システム

滞納処分実施他執行機関へ移管

子ども・子育て

支援システム

 通知書(納付書)

 分割納付計画書

 分割納付誓約書

時効対象一覧

不納欠損一覧

滞納者支払い
能力：無

B

対象者抽出

滞納情報確認

滞納処分の

執行停止決定

時効対象者

確認

不能欠損登録納付相談滞納処分移管

各種帳票作成

各種帳票送付

督促・催告後も利用者負担額の未納が
あり、納付の見込みの無い利用者に対

し、滞納整理を行う。

来庁もしくは

電話等

利用料納付管理事務の中の利
用料の調定までは子ども・子育
て支援システムで実施し、納付
書発行、口座振替、収納管理、
滞納管理等は、税やその他の
料金と合わせた総合収滞納シ

ステムで実施する場合がある
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子ども・子育て支援課
会計担当

課
窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 7.保育料等納付管理 中項目 7.8.決算

子ども・子育て

支援システム

滞納者一覧表

作成

滞納繰越の場合

子ども・子育て

支援システム

出納閉鎖
の場合

過年度調定

データ作成
子ども・子育て

支援システム

繰越調定
データ一覧

決算調書作成
の場合

子ども・子育て

支援システム

決算調書作成

決算調書

滞納繰越登録
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子ども・子育て支援課
都道府県等

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 8.統計・報告等に係る集計 中項目 8.1.子どものための教育・保育給付

子ども・子育て

支援システム

各種報告書作

成

福祉行政報告例
第54表・第54表の２　等

各種報告書の
送付

子どものための.教育・
保育給付費支弁台帳
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子ども・子育て支援課

住民

事業
所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 9.施設等利用給付認定管理 中項目 9.1.施設等利用給付認定申請

支給申請書等

子ども・子育て

支援システム

1号認定、2,3号認定（みなし認定以外）
申請書等による申請の場合

新1号認定、新2、新3号認定（みなし認定以外）
電子申請の場合

子ども・子育て

支援システム

申請受理

電子申請情報

登録

不備書類

の確認

申請情報登録

審査

2,3号認定（みなし認定）の場合

施設等利用給付認定申請情報取込エラーリスト

施設等利用給付

認定申請者一覧

A

申請受理

みなし認定者に対して、申請
不要の旨を事前通知する場合

もある。

ぴったりサービスまたは
その他の電子申請シス
テムからの申請を想定と

する。

不備書類がある場合、必要に

応じて再提出依頼をする。

審査する際、3号認定の
申請については、課税状

況の確認を要する。
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子ども・子育て支援課
住民

事業
所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 9.施設等利用給付認定管理 中項目 9.1.施設等利用給付認定申請

A

認定結果登録 子ども・子育て

支援システム

各種通知書

作成 子ども・子育て

支援システム

却下通知書等

の送付

認定決定通知

書の送付

施設等利用給付

認定決定通知書

施設等利用給付

認定申請却下通知書

決定

却下

施設等利用給付認定者一覧

事業所経由での送付、住民へ直
送、手渡しなど、自治体や住民の
状況により通知書の送付方法が

異なる。

事業所経由での送付、住民へ直
送、手渡しなど、自治体や住民の
状況により通知書の送付方法が

異なる。

33



子ども・子育て支援課

住民
事業
所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 9.施設等利用給付認定管理 中項目 9.2.施設等利用給付認定変更

職権による支給認定
変更の場合

子ども・子育て

支援システム

変更通知書

送付

変更内容登録
（一括）

各種通知書
の作成

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

施設等利用給付認定

変更通知書

施設等利用給付認定

変更予定者一覧

変更申請書

等
申請受理

不備書類

確認

施設等利用給付
認定変更なし

申請による支給認定
変更の場合

3号から2号への
認定変更対象

者抽出

施設等利用給付
認定変更あり

不備書類がある
場合、必要に応
じて再提出依頼

をする。

職権での変更時は、通知書を

出力しない場合もある。
事業所経由での送付、住民へ直送、
手渡しなど、自治体や住民の状況に

より通知書の送付方法が異なる。
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 9.施設等利用給付認定管理 中項目 9.3.施設等利用給付認定取消

施設等利用給付
認定取消の届出

子ども・子育て

支援システム

届出受理

取消情報登録

施設等利用給付

認定取消通知書

取消通知書

送付

子ども・子育て

支援システム

対象者の抽出

届出による対応の
場合

職権による対応の
場合

認定期間満了(予定)

対象者一覧
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 9.施設等利用給付認定管理 中項目 9.4.現況確認

現況届

現況届

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

現況届

・現況届一覧

作成

不備書類

確認

現況届送付

現況届受理 電子申請

情報登録

現況届

変更情報確定

1.2施設等利用

給付認定変更

対象者抽出

現況届変更情報一覧

電子申請の場合届出の場合

 現況届提出状況一覧

 現況届対象者・対象外一覧

現況届受理

現況届の作成を、子ども・
子育て支援システムで行
っていない場合もある。

現況届が提出されていない受
給者に対しては、必要に応じ
て督促を行う。

 ぴったりサービス等の電子申請シ
ステムから、変更があった項目の
みを入力した申請を想定とする。

 届出に申請の場合は、送付した現
況届を朱書き等にて変更のあった
項目を申請することを想定する。

不備書類がある場合、必要に

応じて再提出依頼をする。

現況届が提出されていない受
給者に対しては、必要に応じ
て督促を行う。
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子ども・子育て支援課
事業者

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 5.事業所管理 中項目 10.1.事業所・事業者情報の登録・管理

事業所・事業者

情報登録
子ども・子育て

支援システム

事業所・事業者の基本情報および
給付に関わる項目を登録・管理す

ることとしています。

37



子ども・子育て支援課
住民 事業者

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 11.事業所・保護者請求管理 中項目 11.1.事業所・保護者請求管理

子ども・子育て

支援システム

請求受理

請求内容登録

請求内容確認

施設等利用費
請求書

口座情報登録 子ども・子育て

支援システム

支払情報算出 子ども・子育て

支援システム

A

 施設等利用給付一覧

 施設等利用給付集計表

 給付費支弁台帳

 施設等利用給付対象外一覧

施設等利用費
請求書

口座情報の
登録・変更が必要

口座情報の
登録・変更が不要

法定代理受領は実施して

いない自治体もある。

償還払い

の場合
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子ども・子育て支援課
住民 事業者

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 11.事業所・保護者請求管理 中項目 11.1.事業所・保護者請求管理

支払実績登録 子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

 施設等利用費支払通知書(代理受領)

 施設等利用費支払通知書(償還払い)

A

支払通知書

作成

支払通知書

送付

支払情報作成 子ども・子育て

支援システム

口座振込依頼一覧
(施設等利用給付)

支払処理

施設等利用給付支払通知書
を自治体によっては作成、送

付していない場合がある。

財務会計の部門で行っている
自治体もある
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子ども・子育て支援課

都道府県等

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 12.統計・報告等に係る集計 中項目 12.1.子育てのための施設等利用給付

子ども・子育て

支援システム

各種報告書

作成

子育てのための施設等

利用給付支弁台帳 等

各種報告書
送付
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子ども・子育て支援課
住民

事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 13.延長保育事業 中項目 13.1.延長保育管理

子ども・子育て

支援システム

延長保育

申請書

各種帳票作成

延長保育利用者一覧

A

B

延長申請の
場合

解除申請の
場合

不備書類

確認

利用者情報

登録

子ども・子育て

支援システム

延長保育

申請書
届出受理

 延長保育利用にあたり、利用調整を実施する場合がある

 延長保育の納付管理以降のフローは、子どものための教
育・保育給付と同様に実施されるため、本フローでは割愛

する

 不備書類がある場合、必要に応
じて再提出依頼をする。

 届出なく、利用実績のある利用
者情報を登録する運用もある。
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子ども・子育て支援課
住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 13.延長保育事業 中項目 13.1.延長保育管理

延長保育料決定通知書

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム

延長保育利用

実績データ

利用実績を

登録する

利用実績を

登録しない

A

利用実績

データ受理

延長保育利用

実績一括取込

延長保育料

算定

各種帳票

の作成

各種帳票の送付

延長保育利用承諾通知書

延長保育利用
承諾通知書送付

延長保育事業実績一覧

事業所を経由しない場合や、
通知書を送付しない場合がある。
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子ども・子育て支援課

住民

事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目 13.延長保育事業 中項目 13.1.延長保育管理

子ども・子育て

支援システム

子ども・子育て

支援システム
延長保育実施解除通知書

B

延長保育

解除申請書

申請受理

不備書類

確認

解除登録

延長保育実施

解除通知書作成

延長保育解除
通知書送付

延長保育

解除申請書

不備書類がある場合、必要

に応じて再提出依頼をする。

通知書を送付

しない場合もある

43



子ども・子育て支援課
住民 事業所

窓口 バックヤード

区分 子ども・子育て支援 大項目
14.実費徴収に係る補足給付を

行う事業
中項目 14.1.補足給付管理(副食費)

子ども・子育て

支援システム

申請受理

不備書類

の確認

認定審査

子ども・子育て

支援システム

申請情報登録

A

 補足給付費交付対象者一覧

 補足給付費交付支払通知書(償還払い)

 補足給付費交付申請却下通知書

交付認定

申請書

交付認定

申請書

対象者抽出

施設型給付を受けていない幼
稚園における副食費の補足
給付の申請の場合、幼稚園が
取りまとめて申請する場合が

ある

不備書類がある場合、必要に

応じて再提出依頼をする

補足給付の対象者であること
の通知を先に送り、対象者の
みに申請を促すかどうかは、

自治体により運用が異なる
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子ども・子育て支援課
住民

窓口 バックヤード

会計
担当
課

区分 子ども・子育て支援 大項目
14.実費徴収に係る補足給付を

行う事業
中項目 14.1.補足給付管理(副食費)

認定不可

認定可

子ども・子育て

支援システム

支払情報作成

口座振込依頼書

補足給付副食費

交付実績一覧

A

支払情報
の提出

 補足給付費交付支払通知書(償還払い)

 補足給付費交付申請却下通知書

通知書送付

住民への支払（償還給付）を行わず、施
設・事業所が実費徴収分の支払を免除
し、当該免除額について、自治体から
利用施設・事業所に対し交付する場合

（法定代理受領）がある

 財務会計システムへの直接支払情報を入力
する（会計課への支払データの提出は行わな
い）場合もある

 本フローは振込での支払を想定しているが、

窓口で支払う場合もある
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